
実質赤字比率 （％） -

連結実質赤字比率（％） -
平成17年度

決算額（単位:千円、%）
平成18年度

決算額（単位:千円、%）
平成19年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 8.1
公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期一括地
方債の元金に係るものを除く）(1) 382,741 374,152 398,206

将来負担比率 （％） -
（(1)のうち都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都
市計画税額）

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(2)

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(3) 1,804 2,254 1,772
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(4) 56,318 51,199 36,634

0 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(5) 0 0 0
0 一時借入金の利子(6)
0 災害復旧費等に係る基準財政需要額(7) 152,624 160,711 190,172

2,402,126 災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(8) 8,755 8,793 8,794
- 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 95,580 61,802 52,502

資金不足比率 事業費補正により基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(10) 18,952 16,350 8,368
決算額 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(11)

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(12)

147,671 小計 （（（１）～（６））－（（７）～（１２））） （A) 164,952 179,949 176,776
219 標準財政規模(13) 2,391,849 2,375,492 2,402,126
34 （７）～（１２）の額(14) 275,911 247,656 259,836

小計 （１３）－（１４） （B) 2,115,938 2,127,836 2,142,290
7.8 8.5 8.3

－ 決算額（単位:千円、％）

－ (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 3,145,521 (2)の内訳 決算額（単位:千円）

－ 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 0
－ 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 3,953
組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 173,830

19,265 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 823,036
－ 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0 (3)の内訳 決算額（単位:千円）

－ 連結実質赤字額(7) 簡易水道事業特別会計 3,953
－ 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8)
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 2,899,696

41,694 特定の歳入見込額(10) 0

34,105 （(10)のうち都市計画税額） 0

39 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 2,482,443 (6)の内訳 決算額（単位:千円）

2,251 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) ▲ 1,235,799

標準財政規模(12) 2,402,126
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 190,172
災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(14) 8,794
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 52,502
事業費補正により基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(16) 8,368

0 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17)

2,402,126
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(18)

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 2,142,290

-
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実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
区分

市町名：度会町

分
子

実質赤字比率

区分 決算額（単位:千円、％）
繰上充用額（A)
支払繰延額（B）
事業繰越額（C)
標準財政規模（D)

実質赤字比率（（A)+（B)＋（C)）／（D)

連結実質赤字比率

区分 単位:％
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一般会計
住宅新築資金等貸付事業特別会計

分
母

郡指導主事共同設置事業特別会計

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００
将来負担比率 
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業

区分 左の内訳
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額

法
非
適
用
事
業

簡易水道事業特別会計

分
子

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

老人保健特別会計

介護サービス事業特別会計

連結実質赤字比率（A)／（B)×１００

将来負担比率 （A) ／ （B） × １００

分
母

連結実質赤字額（絶対値）（A)

標準財政規模（B)
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他
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計


